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日本復帰後23年における沖縄教育の展開

一学校教育を中心に－
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はじめに 縄県は日本復帰した。県民は基地撤去を願望し、

基地被害の縮小を期待したが、復帰後も軍事演習

が絶え間なく行われ続けてきた｡ベトナム戦争(19

65～75年)、さらには湾岸戦争（1990年）といっ

た国際紛争が激化するなかで、沖縄基地の軍事的

役割が強まり、演習が減らず、基地機能も強化さ

れていった。1989年冷戦終結後も極東における沖

縄基地の役割は強まり、基地撤去どころか縮小も

困難な状況である。復帰後23年たった今も、県道

104号越え実弾演習が頻繁になされ、その回数は

1995年６月で復帰後140回を数えた。

米軍基地にともなう諸問題が沖縄のなかで絶え

間なく発生してきた。全国紙ではほとんど報道さ

れなくなったが、沖縄県民にとって、それは生存

権・人権の問題であった。

たとえば、①（最近では地下鉄サリン事件で有

名になった）ＧＢ（サリン）・ＶＸガスなどの毒

ガスが沖縄に貯蔵されていて、漏れる事故が相次

ぎ、住民に被害を与えてきたこと、②演習によっ

て生活用水が汚染されたり、危険薬物や重油が漏

れたりして、生存権を脅かされていること、③核

兵器が貯蔵されていることが諸証言で明らかとな

り、戦争になれば沖縄が真先に攻撃され全滅して

しまう可能性が高いこと、④軍事演習によって、

戦車で礫殺されたり、誤って射殺されたり、民家

の近くまで銃弾が飛んできたり、ヘリコプターの

墜落事故などで、生命に係わる危険性をもってい

ること、⑥飛行訓練に伴う爆音で日常生活が営め

沖縄は1995年に沖縄戦終結50年を迎え、さまざ

まな催しが行われた。沖縄教育については、沖縄

教育学会第３回大会でシンポジウム「戦後50年と

沖縄教育」を開催し、沖縄教育の過去・現在・未

来について語り合った。

沖縄は1945年終戦後すぐにアメリカ占領統治下

に置かれてきた。広大な米軍基地が設営され、さ

まざまな基地犯罪・被害をもたらし、沖縄県民の

生存権・人権を脅かした。アメリカの沖縄教育政

策は離日政策のもとで沖縄の個性的な文化を尊重

・奨励し、沖縄はそれとの融合において独特の教

育文化を作り上げてきた。それが1972年に日本復

帰し、施政権は日本政府に移り、日本本土と同じ

制度の下に置かれた。この下で、復帰後沖縄の教

育はどのように展開したか。

以下では、米軍基地・自衛隊のなかの沖縄、沖

縄戦・米軍基地を中心とした平和教育・人権教育

の展開、高校教育改革と学力・中退問題、小・中

学校における学力向上対策、非行・問題行動と校

則・体罰・人権、学校経営と教員研修をめぐる問

題に分けて述べていきたい。

１米軍基地・自衛隊のなかの沖縄一沖縄

教育の前提として－

沖縄返還協定にもとづき、1972年５月15日に沖
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２沖縄戦・米軍基地を中心とした平和・

人権教育の展開

ないこと（嘉手納爆音訴訟)、⑦タクシー運転手

・従業員殺害事件、女子中学生・高校生への米兵

の暴行事件など米軍兵士による犯罪が多発してい

ること、など数えきれないほど沖縄県民の生存権

・人権が著しく侵されている事実に直面してい

る。(1)

教育にとってもこれらに無関心ではありえず、

沖教組・高教組を中心として、米軍基地・B52撤

去、軍事演習反対、基地被害・米軍人犯罪糾弾の

闘争が展開された。しかし、市町村財政が軍用地

料収入に依存(基地依存経済)し、特別措置によっ

て国庫負担されていて、自治体・県民の要求も基

地撤去ではなく基地縮小に向かう状況もあり、全

体として抗議闘争は困難になってきている。(２１だ

が、1995年９月４日に発生した米兵の女子小学生

暴行事件は大きな問題となり、全国紙に大きく取

り上げられるほど世論が大きく盛り上がり、１０月

３日には沖縄県議会と県下の53市町村議会すべて

で抗議決議を可決し、１０月21日には県民総決起集

会を開催し、８万５千人が集まった。本土でも市

民団体主催の抗議集会が開催され、抗議声明が

次々とあげられている。米軍は日本地位協定を盾

に沖縄県警への被疑者の身柄引き渡しを拒否し、

県民の怒りを大きくした。この事件は、植民地的

扱いを規定した日米地位協定の見直し論議にまで

発展してきている。(3)

復帰に伴い米軍基地は若干返還・縮小された

が、返還された基地を自衛隊が継続使用したり、

米軍と共同利用したりで、自衛隊は米軍基地の後

方支援を担ってきた。沖教組は、米軍基地撤去闘

争と並んで、自衛隊への徹底的拒否闘争を激しく

展開した。自衛隊員の住民登録拒否闘争、同子弟

の小・中学校入学拒否、自衛官募集業務拒否、成

人式・諸種マラソン大会・国体への自衛隊参加・

協力の拒否運動を激しく展開した。141しかし、自

衛隊が不発弾処理・救急患者運搬輸送援助などに

貢献し、日本の国際貢献が言われる時代にあり、

県民の自衛隊認識も変容しつつあり、県民は自衛

隊に対してしだいに拒否的ではなくなっていった

のも世論調査などで明らかになってきている。復

帰後23年になる今日、自衛隊をどうとらえる力､、

は重要な問題となってきている。'5）

沖縄は唯一の地上戦を体験し、その戦争体験の

継承が強く叫ばれてきている。また広大な米軍基

地のもとで基地犯罪・基地被害を受け、核兵器の

存在が噂され、核戦争がおきれば真先に攻撃目標

にされる状況にある。このような状況の下で、平

和教育・運動は重要な課題となってきている。こ

の間、平和教育・運動のためのさまざまな取り組

みがなされてきた。

一つには、平和のための資料館の建設と戦跡の

調査・発掘・保存である。1975年６月に、沖縄戦

の激戦地、糸満市摩文仁に県立平和祈念資料館が

建設されたが、軍隊賛美との批判を受けて、１９７８

年10月に住民の視点から展示替えをした。(6)１９８９

年６月に糸満市の壕跡にひめゆり平和祈念資料館

が、1989年11月に南風原町に南風原文化センター

が建設され、常設展示と同時に、さまざまな企画

展がなされてきている｡壕の発掘・保存もなされ、

壕を文化財として保存したり（南風原町)、各県

の碑文について戦争賛美な内容を批判したり、'７１

戦争中の事実の発掘にともない新しく記念碑をつ

くることもされてきている（南北の塔など)。大

田革新知事のもとで、1995年６月23日の「慰霊の

曰｣には､沖縄戦全戦没者を刻名した祈念石碑「平

和の礎」が開幕した。(8)これらの活動が沖縄の平

和教育・運動を支え、平和のための資料館の質的

充実に貢献している。

二つには、平和のための資料館建設の運動とも

重なるが、『沖縄県史』編集・刊行についで、各

市町村において市町村史が編集され、広範に庶民

の戦争体験が記録されてきたことである。そのな

かで、沖縄戦下の戦争体験記録の収集範囲が広が

り、近年、南洋・中南米などへの移民、朝鮮・台

湾への侵略との関わりにおいて沖縄戦が問題とさ

れ、沖縄県民の被害者性だけでなく、韓国人軍夫

・従軍慰安婦などとの関連において加害者性も指

摘されるようになってきている。'９１

三つには、沖縄戦記録フィルムを編集し、映画

・ビデオにまとめ、上映する運動（｢－フィート

運動｣）が展開されてきたことである。「－フィー

ト運動の会」は1983年12月にスタートした。県民
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より募金を集め、その募金でアメリカより沖縄戦

記録フィルムを買い、沖縄の視点から編集し直

し、「沖縄戦.未来への証言」などの映像が訴え

る平和教材をつくりだしていっている。アメリカ

現地に沖縄県出身者がいて協力していることもあ

るが､県民的な規模で取り組みが展開されていて、

この取り組みは高く評価されよう。''@

四つには、平和学習講座がさまざまな団体で開

催され、平和学習が市民レベルで進められている

ことである｡前述のr－フィート運動の会_'の他、

那覇市中央公民館、高教組の設立した沖縄県教育

文化資料センターなどで平和教育講座が継続的に

もたれ、大きな成果をあげている。

五つには、平和学習講座の発展として平和ガイ

ド養成講座が開催され、平和ガイドが養成されて

きていることである。県外者の沖縄観光旅行、県

外高校生の沖縄修学旅行がさかんになったことも

あって､戦争賛美のガイドのあり方が問題となり、

長崎・広島のような平和の語り部だけでなく、

「沖縄・平和ガイドの会」などによって戦跡・基

地ガイド養成講座が開催され、平和ガイドが養成

されるようになったことである。｡、それと合わせ

て、平和の視点からの沖縄修学旅行のガイドブッ

クや沖縄ガイドブックがいくつか編集・刊行され

てきていることである。０３

六つには、市町村において非核自治体宣言がな

されてきていることである。1982年３月南風原町

での非核に関する宣言にはじまり1994年７月現在

で51市町村にのぼる｡未実施は２町村だけである。

田港朝昭は、「沖縄県内の『宣言』の中には、他

の都道府県のものにくらべて固有の歴史体験や現

状認識をふまえたものがあり、それが、政府の軍

事政策に対立する地方自治体の『ゆずれぬ主張』

となっている」⑬と述べている。

これらの蓄積の上にたって、1989年３月に、沖

縄県議会において「６．２３慰霊の日」休日廃止の

動きを総務部長が言明したときに、－フィート運

動の会をはじめとして諸団体は反対運動を展開

し、「慰霊の日」休日存続運動を県民的運動とし

て展開することができた。好余曲折があったが、

「慰霊の曰」休日存続運動の成果もあって、１９９１

年３月12日に衆議院地方行政委員会は、「慰霊の

曰」を県職員の休日とする地方自治法の一部改正

案を可決し、「慰霊の日」休日存続が確定した。

沖縄県では、平和推進課を設置し、「慰霊の日」

前後を「平和祭＝として発展させていっている。

近年各市町村において、平和月間が設けられ、多

彩な平和事業がなされている。００

さらに教科書記述への抗議・訂正運動も県民的

規模で激しく展開された。1982年７月に高校日本

史教科書で、沖縄戦に関して、日本軍による住民

虐殺の記述が教科書検定により削除されたことが

明らかになると、県民ぐるみで抗議運動が展開さ

れていった。同年８月県教育長が沖縄戦記述につ

いて文部省に訂正を要請し、９月沖縄県議会が記

述回復を求める意見書を採択し、県議会要請団が

文部省に意見書を手渡して抗議した。また、１９８８

年２月には第３次家永教科書訴訟の沖縄出張法廷

が開かれ、沖縄から４証人が集団自決、日本軍に

よる住民虐殺など沖縄戦の実相を証言した。これ

も先の教科讓己述に関わるもので、県民運動の延

長上にあるといえよう。

沖縄の平和・人権教育は、５．３（憲法記念

日)、５．１５（沖縄返還日)、６．２３（慰霊の日)、

1０．２１（国際反戦デー)、２．１１（建国記念の日）

などにおいて、特設授業での取り立てての実践が

行われた他、各教科における平和・人権教育の取

り組み、たとえば「『現代社会』で基地問題を教

える｣、「英文証言集で沖縄戦を学ぶ｣、「物理（原

子力＝核）を通しての平和教育」などが高校で実

践された。さらにコンサート、フィールド・ワー

クなど、特別企画による平和教育など多彩に実践

してきた。0ｓそのなかで、次のような試みに注目

したい。

一つには、子どもたちによる戦争体験の聞き取

りであり、それを本などの記録にまとめるといっ

た取り組みである。旧

二つには、戦跡・壕めぐりによる体験学習であ

る。ただし、この場合、子どもたちの問題意識を

育てていかないと、単に見学したにとどまってし

まう。その意味で事前学習と事後学習、それに係

わる『平和読本』『ガイドブック』の作成・活用

が重要になろう。

三つには、一方的な講義ではなく、ディベート

（討論）などによって、子どもたちが主体的に価

値判断し、価値観を自己形成していく機会にして
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いくことが試みられている。大学生を対象にした

ものだが、「自衛隊」をめぐる賛成派・反対派を

それぞれ３人ずつ登壇させて、ディベートさせた

討論会「｢沖縄と自衛隊』について考えよう」

（1995年５月28日、大学間憲法ゼミネットワーク

〔－県内４大学で憲法を学ぶ学生たちの自主的

組織〕主催）は注目される。このような試みが今

後小・中・高校でも実践されるようになることが

期待される。

四つには、学習発表会などにおいて演劇として

取り組み、上映するというものである。この点で

すぐれた取り組みが生まれてきている。0m

ところで、沖縄における平和・人権教育では、

沖縄戦については熱心に取り組まれてきたが、現

実のかかえている米軍基地・自衛隊に係わる平和

・人権教育については、政治的問題として受け取

られる傾向があるためか、必ずしも十分であると

はいえない。地域の抱えている課題に取り組むこ

とは重要であり、教育的に配慮しながらも、１で

あげたような平和・人権の根幹に関わる問題にも

積極的に取り組むことが課題となろう。

ていることもあって、学校用地の不足で学校増設

が進まなかった。那覇市の場合、基地の一部返還

にともない学校増設が進展した。

1972年11月発表の学校基本調査によれば、１９７２

年４月時点で、沖縄県の高校進学率は71.1％（全

国平均87.2％）で、全国最下位であった。大きく

立ち遅れていた。それが1981年には91.4％（全国

平均94.3％）に上昇した。この間全国平均が7.1

％の上昇なのに対して､沖縄では20.3％の上昇で、

約３倍の急上昇である。生徒・父母の進学意識が

高まったことが伺える。

進学率の上昇、高校生の数の急増によって過密

校が増えた。1972年時点で1500人以上の過密校が

27.3％あり、沖教組は1973年２月に、県知事に対

して高校新増設を要請した。にもかかわらず、

1500人以上の過密校は、進学率81.1％になる1976

年でも25％と殆ど変わりない状態である。1975年

から生徒の増加に対応して、普通科を中心として

高校新設がさかんになされ、1982年には1500人以

上の過密校は16.7％に下がった。蝿

復帰４年後の1974年３月に策定された「県立学

校編成整備計画」によれば、1981年度には進学率

96％になるようにすると目標設定し、目標達成に

むけて、現在ある10余りある過密校の解消を含め

て「高等学校を７校新設する必要がある」と述べ

た。m1976年８月定例県教育委員会で「県立学校

編成整備計画」の修正計画（1976年～1981年）が

承認され、①学校増設による進学率の早期引き上

げと県内地域間の収容調整、②既設校の適正規模

化による過大規模校の解消をあげて、さしあたり

1979年までに進学率94％に達するように努力す

る、1976年２月開校した２校を含めて、あと８校

の高校増設が必要であると述べた｡剛復帰前には

40校だったのが1981年までに10校新設(計50校)、

1982年以降今日（1995年）までにさらに10校（計

60校）新設された。「このような猪突猛進にも似

た『本土水準』への短期間の接近が、本県の復帰

後の高校教育を困難にした大きな要因の一つであ

ることを見逃すべきではないだろう_jという意見

もある。⑫

沖縄県の高校進学率が低い原因の一つに、中学

浪人の問題があった。沖縄県の中卒者の高校志願

率は全国平均より若干さがる程度で殆ど変わりな

３高校新増設にはじまる高校教育改革と

学力・中退問題

1972年５月15日、日本復帰の当日、沖縄県教育

庁が発足した。県教育長は５月23日に記者会見を

行い、「①本土並みの教育水準の達成、②学力の

向上、③教育福祉・資質向上」などについて発表

した。これは教育面における日本本土との格差是

正を強く主張するものであった。

学校設備・施設については、沖縄振興開発計画

によって復帰特別措置が継続的に講じられ、復帰

10年で全国平均との格差対比は小学校校舎達成率

96.8％、中学校校舎達成率93.0％、高校一般校舎

達成率97.9％にまで達し、小・中学校屋内体育館

も90％以上の達成率となった。しかしプール設置

は小学校28.0％、中学校20.0％と低く、また過大

規模校が全国平均と比べて小・中学校ともきわめ

て多く、その解消のためのプール設置と学校増設

が求められた。０８しかし後者については、オイル

ショックなどの経済不況による財政援助の停滞の

他、沖縄において米軍基地に広大な敷地を取られ
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いのに、全国平均との高校進学率の差が16％

（1975年３月卒業者）なのは、中学浪人（志願者

のうち不合格者の数）が18.2％（1975年３月卒業

者）と多いことにあった。中学浪人の全国平均は

1.6％なので、はるかに多い状況にあった｡鰯文

部省は1977年10月に昭和52年度学校基本調査を発

表したが、そのなかで中学浪人の最も多い地域と

して沖縄県があげられた｡全国トップの1153人で、

二位の東京都655人を大きく引き離していた。こ

こで中学浪人というのは、昭和52年春に全日制高

校に入学した生徒のうち、過年度卒業者の数字で

ある。『沖縄年鑑』1978年版では、「受験競争の教

育体制の中で、有名校集中現象があらわれ、沖縄

でもことに那覇・浦添およびその関連地区では、

八高校がそれぞれ格差を生じ“一流校'ﾛから“八

流校”にランクづけされる状況になっている。こ

のため－浪、二浪しても墜一流校０，へと考え、塾

ブームが生じた｡」剛とし､｢高校の絶対数の不足、

偏在、学区制度の問題、父母の学歴志向とも絡ん

で‘`中学浪人，，問題は当分残ると思われる｡｣鯛

と述べている。ここに、学区制をめぐる論議の底

流に父母・子どもの受験意識・進学意識の高まり

が潜んでいたことをうかがわせる。

高校通学区については、沖縄県教育庁は1974年

７月18日に公立高等学校通学区研究委員会を発足

させ、1977年３月23日に最終答申を受け、その答

申にもとづいて関係者らの意見を聞いて修正し、

1977年11月14日に通学区域に関する規則改正案を

可決した。これにしたがって、①那覇・浦添およ

びその関連地区の普通科が大学区から中学区へ改

正され、暫定的に調整区域が置かれることになっ

た。二校選択制となったが、父母は国費学生や琉

球大学への合格者の多い高校への進学希望者が多

く、新学区は学校選択の自由を奪うものだなどと

不満の声が高かった。とくに、「浦添・西原」「豊

見城・南風原」という従来の進学校がはいってい

ないブロックに入れられた安岡中・古蔵中・寄宮

中の父母の不満は強かった。沖縄県教育庁は全体

的に賛成が多かったことによって1978年度実施に

踏み切ったが、越境入学問題とも合わせて今後に

問題を残した｡田

1982年には、沖縄県の高校進学率が91.8％に達

した。全国的には1979年より94％台（全国平均）

で停滞し、1983年には日教組教育研究集会で高校

中退が普通科でも増加しているとの報告がなされ

た。量より質への転換が迫られていた。沖縄県で

も1983年４月に沖縄尚学高校が発足し、有名大学

進学に対応した指導を始めた｡この動きのなかで、

1985年４月に、全県一区の通学区の「特色ある高

校」として那覇Ｈ高校（のちに開邦高校）の開校

について事I情聴取がなされ、同年８月には県教育

委員会で設置が決定され、翌1986年４月に開校し

た｡印同月に沖縄尚学高校附属中学校、昭和薬科

大学附属中学校が開校し、県内に中高一貫教育の

私立学校が発足した。こうして、高校受験生の県

外私学への流出を県内私学(沖縄尚学と昭和薬科）

と開邦高校が吸収しはじめた。

沖教組は、県内一区の「特色ある高校」設置に

対して｢那覇Ｈ高校問題等研究委員会jで検討し、

1985年７月に「那覇Ｈ高問題について」とする冊

子を出して批判した｡高教組は1988年６月に「｢中

頭Ｈ高校』設立問題に関する改善案」とする検討

委員会の第１次答申をだして、このような特色あ

る高校の設置は「学校間格差」を拡大、「序列化」

を強めると批判し、「普通科」高校の増設を要請

した。

このような動きのなかで、小学区を中心とした

現行学区制では、学校選択の幅が狭くて希望学校

に進学できないとして、経済的負担の大きい私学

に行く生徒が増えたりしたこと、学校間格差は少

なくなったが、逆に学校内格差は大きくなり、学

習指導の困難度が高まったなどの問題が生じ、沖

縄県教育委員会は1985年７月18日に県立高等学校

入学者選抜方法等検討委員会を発足させ、通学区

の変更を論議した。1986年10月７日に同委員会よ

り第２次答申があり、そこで「那覇およびその周

辺地域の通学区域については、現行制度の枠を拡

大し、学校選択の幅を広げ、適正な通学区域を設

定する必要がある」と答申した。こうして那覇地

区を中心として学区拡大が決定された。那覇市の

学区は東ブロック「首里・首里東・真和志・南風

原｣、西ブロック「豊見城・小禄・那覇西・那覇」

に大きく分けられ、寄宮中・仲井真中のみは「真

和志・南風原・那覇・豊見城」の南ブロックとし

た｡函いずれのブロックにも、那覇または首里と

いう進学枝を－校ずつ配置したのであった。１９８７
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年６月に県教育委員会において高等学校の「通学

区の拡大」が決定され、1988年４月より学区の拡

大が実施された。

「学区制」拡大は、実は、1984年７月20日の文

部省通知「高等学校人学者選抜について」にもり

こまれていた｡同通知では､学区については、「通

学区域の設定にあたっては、生徒の居住地によっ

て高等学校受験の機会が大きく異なることのない

ように留意し、特色ある高等学校の学科などにつ

いては、可能な限り広い範囲から受験できるよう

にすることが望ましい」とされていた。県教育庁

の県立高等学校人学者選抜抜方法等検討委員会答

申は、この通知にそった形で「学区制拡大」を答

申したのであった。

高教組は1986年11月に「高教組学区制特別対策

委員会」より￣現行学区制の諸問題と改善につい

て」という冊子をまとめ、現行学区制については

「那覇・浦添地区では当面２～３校の地域総合選

抜制をとる＿との具体的改善案を提起した。１９８８

年４月の実施を前にして、高教組は「『学区制』

拡大とは何か－学習資料一Ｊという冊子を

まとめ、広く討議にかけた。高教組によれば、学

区拡大によって高校間の序列化が進み、高校中退

などの問題を引き起こしたとされる。

1984年７月20日の文部省通知「高等学校入学者

選抜について」では、「学区」だけでなく、推薦

入学､受験機会の複数化についても言及していた。

推薦入学については、1984年教育庁の高校入試制

度検討委員会において「職業高校への20％推薦制

の導入」が答申され、1985年より導入された。普

通料については、1993年８月17日、同検討委員会

において普通科への推薦制度の導入が答申され、

1994年３月の高校入試より実施された。しかし、

実施２年目においても、中学校側は学力以外のス

ポーツ・芸術などで優れた者を推薦しても、高校

では入学後ついていける学力を要求し、せっかく

推薦しても不合格となる事例が続出し、中学校と

高校の間で推薦制をめぐってずれが生じてきてい

る状況にある。野1994年３月の最終答申において

受験機会の複数化（二次募集）が答申されたが、

受験機会の複数化（二次募集）についてはさまざ

まな検討課題が残されていて、1995年度・’996年

度入試では見送りとなった｡まだ実現していない。

高校教育改革について、1984年臨時教育審議会

答申を受けて、理産振は1985年に高等学校の普通

科・職業料の再編を打ち出した。県教育庁はこれ

らの文教政策をベースに置いて、1989年春に「県

立高等学校編成整備計画」（案）を策定した。同

整備計画では、普通科（理数科を含む）の割合の

70％への引き上げ、時代の進展、産業経済の変化

や地域・父母・生徒の要請等に対応するための学

科改編、単位制高校の平成２年度導入、６年制中

等学校の検討会発足、職業高校における学科改編

の推進、定時制教育の見直しなどを「計画策定の

基本的考え方」として示し、北部地区高校に理数

科系２学級の設置、宮古高校に理数科系学科の設

置など、「特色ある学校づくり」について積極的

に提起した。また家庭科の職業高校への移管と全

体的学科削減などを提起した。これに対して、高

教組は「高校編成整備計画」検討委員会を1989年

７月に設置して検討し、「県教育庁「県立高等学

校編成整備計画（案)」批判一第１次答申

一」という冊子をまとめ、討議に付した。

県立高校では､開邦高校に続く｢特色ある高校」

として、1987年４月に那覇西高校、1989年４月に

球陽高校（中部)、1994年４月に向陽高校（南部）

が開校した。また1989年Ｆ県立高等学校編成整備

計画」にそって、定時制高校の単位制高校への転

換､学科改編が進み､沖縄水産高校・陽明高校（旧

大平高校）での総合学科設置、南風原高校などで

の普通科コース制の導入など、生徒の個性・特色

に合わせた高校教育が模索されている。

こうして、中央の文教政策をベースにして、沖

縄県の高校教育改革が行われた。子どもの個性に

応じた学校、教育課程、入試選抜がなされた。そ

の反面、さまざまな問題が生じてきている。たと

えば、学校間格差が明確化するにつれて、特に下

位の序列に置かれた教育困難校では、生徒は自校

の位置を知り、学習意欲をそがれ、授業にならな

い状態である。こうしたなかで、欠点を取り、単

位が修得できずに原級留置となり、中退する生徒

が多くでてきている。近年の中退率が多いのも、

こうした教育困難枝の実情を反映しているといわ

れている。

沖縄県の高校中退率は全国平均よりもはるかに

高く、高校中退が大きな問題になった。1987年６
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月２日に県立高等学校中途退学対策委員会が設置

され、1988年３月25日に教育長に答申した。１９８７

年７月４日に県立高等学校中途退学対策協議会の

初会合が開かれた。県立高等学校中途退学対策委

員会の答申にもかかわらず、その後沖縄県の高校

中退者は増加の傾向をたどった。そこで、1992年

５月25日県立高等学校中途退学対策推進委員会が

設置され、具体的な改善方策について検討し、

1993年２月に答申した。この答申は生徒に問題を

求めるだけでは不充分で、学校が生徒に適応して

いない側面があると指摘し、適格主義からの脱皮

を提起した。この答申を受けて、沖縄県教育委員

会は「高等学校中途退学対策の基本方針と具体的

取り組み」という文書を作成し、1993年７月に各

県立高等学校長、市町村教育長、教育事務所長に

「高等学校中途退学対策の強化について_'という

通知を出した。これを受けて各高校では、1994～

95年にかけて、答申にそって各学校で原級留置に

関わる学校内規の見直し、卒業修得単位数の弾力

化、転編入学規程の見直しが進み、それとともに

補習授業や、単位保留懸念科目での再考査実施な

どの試みがなされ､高校中退者は減少しつつある。

上記措置によって高校中退率は以前より低くなり

つつあり、また休学者が増加してきたが、依然と

して本質的問題は解決されていないとする見方も
ある。

沖縄県教育庁では、1988年度に、Ｏ高校．Ｎ農

林高校を中途退学対策研究指定校にして高校中退

対策の検討をすすめてきている。その後いくつか

の高校に継続的に研究指定をしてきている。その

なかで、中退者の多い高校では、進級規程をゆる

めたり、休学措置をとらせたりして、中退を減少

させる努力をし、その成果が中退率の減少として

現れてきている。各高校において、必要以上に進

級規程を厳しくしてきた実'情があることを認めな

ければならないが､⑩それにしても、その試みが

生徒の学習・生活の励みになり、進路意識を強め

るものになるかどうかは、しばらく見守る必要が

あろう。

育水準の達成、学力の向上」を教育方針として掲

げた。学力向上は復帰当初から沖縄教育の大きな

課題であった。

復帰後まもなく、１９７４．５年頃より、九州を中

心とした他府県有名私立中・高校に進学して、有

名大学進学を有利にしようとする父母（階層的に

は医師・教員・専門職・公務員のそれ）がかなり

出現した。新崎盛暉は、1976年４月の状況とし

て､｢全寮制で、中学・高校の一貫した教育を行っ

ている熊本市内の私立学校の中等部（定員153人）

に、今年だけで、沖縄から75人が受験し、５０人が

合格したという＿と述べている。⑪

この背景には、大学入試をめぐる状況の大きな

変化があった。復帰後、沖縄県内で選抜し割り当

てられる国費学生の試験成績が急落傾向にあるこ

とが示され､狸国立琉球大学は他府県の受験生に

も門戸が開放され、県内受験生は県外学生と対等

に勝負しなければならなくなった。琉球大学合格

者のうち1974年度県外受験者の合格率65％（1975

年度59％）に対し、県内受験者の合格率23％

（1975年度19％）とずいぶん格差があった。画こ

の結果、沖縄県内の子どもの学力の低さが目につ

くようになった。こうして復帰後沖縄県の学力問

題が浮上してきた。

論議を呼んだのは、1977年10月31日の県議会に

おける大浜方栄県教育委員長の￣沖縄の児童・生

徒の学力低下の責任は現場教師にある＿という発

言である。中学浪人全国一という文部省発表、琉

球大学への県外合格率の低さなどが新聞報道さ

れ、県民の関心が学力問題に集中しているなかで

の発言であり、注目を集めた。この発言は、県教

育委員長の立場にある者が発言したことで話題を

集め、教育行政の責任を抜きにして発言するのは

問題だとして､沖教組､高教組は猛烈に批判した。

この発言を新聞・放送各社が取り上げ、この発言

をめぐって賛否両論が新聞紙上で激しく交わされ

た。即

その後沖縄教育を回顧するときに大浜発言ばか

りが話題にのぼるが、実は、県教育庁はそれ以前

に学力問題への対策をすでに取っていた。大浜発

言以前に、県教育庁は世論に押されて学力問題を

1975年度の主要施策にすると表明し、1975年６月

25日に学習対策研究委員会を設置した。学校教育

４学力向上対策一小・中学校一

1972年５月復帰時に、教育庁は「本土並みの教
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を刊行し、各学校および関係機関に送付した。基

礎学力調査は1979年２月27日にも実施され、同様

な処理がなされた。その結果を受けて、具体的な

指導事例を示した｢学習指導の手引｣が刊行され、

学校現場にも配付された。このとき、地区（教育

事務所）学習対策推進委員会が設置され、研究協

議、懇談会、研究発表大会も実施され、趣旨の浸

透と意識高揚がめざされた。そして、基礎学力向

上推進地域（各年度２校）を指定し、重点地域に

おいて施策の具体化を図った゜師

基礎学力向上対策研究は各市町村レベルでも実

施された。那覇市では、1978年度は那覇市教育委

員会で独自に基礎学力調査（国語、算数・数学）

を実施し、つまずき分析をした。1979年度からは

沖教組那覇支部と那覇市教育委員会が連携して、

基礎学力向上方策研究委員会をつくり、1980年度

からは大学研究者が共同研究者として入り、基礎

学力を形成・定着させるための指導内容・指導方

法の研究を進めていった。この基礎学力向上方策

研究は1986年度まで７年間継続された。そこでの

研究は、実態調査にとどまらず、基礎学力形成の

ための系統的指導を追求し、その上で教材研究・

開発と授業実践を結合させて研究を進めていっ

た。国語では「単元のなかの指導」と「取り立て

ての系統的指導」を研究した｡０，研究の成果を

「授業書」という形に残し、相互検討し、さらに

それを研究授業にかけ、改良していった。私は国

語の共同研究者として入り、小・中学校の先生方

と一緒に研究を進め、その成果を毎年の研究報告

書にまとめていった。私は1984年度まで関わった

が、そのまとめとして、「基礎学力向上方策研究

に取り組んで」（｢所報』７８号、那覇市立教育研究

所、1984年12月）という小稿において、「漢字指

導は未開拓の分野で、手さぐりの状態から出発し

た」が、「長く続いた要因に、きちんとした教育

研究の進め方をしたことがある」として、共同作

業と相互検討の重要性、努力の結晶を「授業書」

という具体物に現わすことの重要性を指摘した。

地道で時間がかかるが、学校を超えてのプロジェ

クト研究の蓄積こそが、基礎学力の向上方策の研

究において重要なのだと私は考えている。その意

味では、良い経験をさせていただいたと今でも

思っている。ところが、1987年４月にこの研究は

の充実強化､基礎学力の実態調査とその分析研究冠

児童・生徒の健全育成、教育関係諸機関並びに諸

団体との連携を検討視点とし、なかでも基礎学力

に焦点を当てて研究を進めていった。

学習対策研究委員会は、1976年９月25日に中間

答申を行った。そこでは、「今後は、ペーパーテ

ストの点数のみが「学力」ではない、という強い

認識を教師も父母も持ち、児童・生徒にも正しい

教育のあり方を認識させることが先決である」

（第４専門部会「教育諸機関並びに諸団体との連

携について｣）という認識をもちつつ､｢基礎学力」

を「読み」「書き」「計算」に限定して定義づけ

（第２専門部会「基礎学力の実態調査とその分析

研究について｣)、学力問題の発生源となった高校

生の基礎学力の実態把握に対する社会的要請を考

慮する必要があるが、高校は全人・義務制でない

ことを考えると、高校生は除外し、小中学生のみ

を対象とする、としている。中間答申では、測定

用具として、「標準学力検査」などの採用を検討

中としたが、1976年10月９日に、沖教組は教研式

全国標準学力検査の実施を提案するなら委員を引

き上げるという方針を明らかにした｡⑮1977年４

月21日に、第二専門部会（｢基礎学力の実態調査

とその分析研究について｣）は基礎学力調査に使

用する測定用具について報告し、結局、教研式全

国標準学力検査用紙は使用せず、本県独自の問題

を作り実施することになった。

小学校５年生・中学校２年生を対象に「読み・

書き」「計算」について1977年11月４日に予備調

査を行い、第一回基礎学力調査を1978年２月15日

に実施した。実施後、各地区（教育事務所）単位

で採点し、県全体の集計は1978年３月に作間委員

によって行われた。その結果、郡部より都市部の

成績が良く、男子より女子の成績が良い。「読み」

より「書き＿が低く、「計算」では「小数や分数、

文字式、文章題の正答率はきわめて低い｣。部会

長は、まとめで、「分析の結果、基礎的な学力が

不完全で、未消化の部分のあることがわかった。

学習の不完全部分は特に反復練習させる必要があ

る。指導内容については個々の内容を独立して教

えるのではなく関連および応用発展につながるよ

うな工夫が望まれる」と述べている。⑬1978年１０

月に､同委員会は｢第一回基礎学力調査の報告書」
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突然中断され、全く別物の学力向上対策が開始さ
れたのであった。

1982年６～７月にかけて、沖教組の反対を押し

切って、これまで使わないとされてきた教研式全

国標準学力検査用紙が実施された。検査は、教研

式全国標準学力検査（国語、算数・数学)、「知能

検査｣、「クレペリン検査」であった。三種の検査

を実施した理由は、学力と知能の相関を見るとと

もに､学力の実態をみるためだとされた。しかし、

なぜ知能を見る必要があるのか、クレペリン検査

はなぜ必要なのか、については明快な説明はな

かった。今から考えると、全く別物ともいえる学

力向上対策の幕開けであった。

検査の結果、過去10年間の取り組みにもかかわ

らず、沖縄県児童・生徒の学力は依然として全国

標準を下回っているとされ、全県的な取り組みの

必要性が指摘された。1986年６月に「沖縄県学力

向上対策委員会設置要綱」が策定され、７月２日

に沖縄県学力向上対策委員会が設置された。組織

的にみると、県レベルと同じく、地区レベルで教

育長、学校長および教頭、指導主事、学識経験者

から構成される委員会を組織し､基本方針の策定、

調査・研究を行い、さらに地域（市町村）レベル

で同様な委員構成で地域学力向上対策委員会をつ

くるとしている。⑬このことは上からの組織化を

意味し、県教育長から市町村教育長へというルー

トをとおして学力向上対策を教育政策として浸透

させるものである。

沖縄県学力向上対策委員会での検討の結果をへ

て、1987年６月18日に同委員会の第一次答申が出

された。同答申では、学力等の実態調査とその分

析については、各教育事務所ごとの学力向卜推進

地域を中心とした児童・生徒を対象にして行っ

た、知能、学力、学習意欲診断検査の結果、小中

学校における授業時数､高校人学者選抜学力試験、

共通一次試験の結果を考察し、次の点が明らかに

された、とした。沖縄県の児童・生徒の知能は全

国標準並みだが、知能の割に学力は低く､,学年進

行につれて格差が拡大している。中学校で授業時

数が十分確保されていない。高校入試の結果、地

域間格差、教科間格差がある。共通一次試験の結

果によれば、全国平均に比べて、110点以上の差

がある。県外私立中・高校への進学については

1983年度から年々減少しているなどと指摘し、こ

のような考察をもとに学力向上対策の強化を訴え

た。こうして、前回の学習対策研究委員会が基礎

学力(読み・書き・計算)を問題にしたのに対し、

学力向上対策委員会での学力は全国標準学力検査

で測定される学力を問題とし、学力の焦点が変更

された。同答申によれば、「学校教育の充実強化

について」は、Ｆ本県の学力向上対策の重要課題

は、まず、教育課程の完全実施」だとされ、学校

行事の精選、標準授業時数の確保、年間指導計画

にもとづく計画的・系統的指導があげられてい

る。「児童生徒の健全育成について」では、基本

的生活習慣の育成、生徒指導の充実があげられて

いる。ｒ家庭・地域社会の教育力を高めることに

ついて」では、基本的なしつけ（けじめある生活

態度の育成）・家庭学習の習`償化があげられてい

る。こうして、学力向上対策は学校・家庭・地域

の全般にわたる教育総ぐるみ連動と化し、「県民

総ぐるみの運動を展開する」こととなったのであ

る。噸

沖縄県学力向上対策委員会の第二次答申は1988

年３月22日に出された。そこでは、生活実態調査

の結果、家庭学習の習Ｉ償、生活態度が形成されて

いないことが課題とされつつ、学習指導の充実を

はかることが提起された。また「節度ある生活習

`償の確立を図るための県民総ぐるみ運動」を展開

する必要があるとされ、Ｆ家庭学習のしおり」の

作成、「家庭の日」の設定、「あいさつ運動、時間

を守る運動、環境美化運動｣、夜間外出・夜間俳

個防止のための「一声運動｣、「モデル家庭」「モ

デル市町村一の指定などもあげられた。そして、

学力向上対策事業の充実強化として、教育事務所

への兼任指導主事の配置、市町村教育委員会への

指導主事配置促進があげられた。こうして、県民

総ぐるみでの教育管理運動が展開された｡Ｍｎ

沖縄県教育庁は、1988年春に向こう９年間の学

力向上長期計画を策定し、「昭和63年度学力向上

対策主要施策」を公表した。向こう９年間の学力

向上長期計画として、第一次学力向上対策（1988

～90年）では標準学力テストの平均点を全国水準

（50点）までに引き上げ、第二次学力向上対策

（1991～93年）では全国水準以上（55点）をめざ

し、第三次学力向上対策（1994～96年）では知.
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る女生徒もいた。事態を心配した本部、今帰仁

地域の小・中・高校側から教育庁に対策要請が

でた｡噸沖縄県教育委員会は1975年４月に海洋博

関連生徒指導小委員会を設置して、対策を講じ

た。㈹結果として、問題行動の発生は予想より少

なかった。

沖縄県教育庁は、児童・生徒の健全育成の充実

を図るうえで必要な資料を得るために、1973年以

来、児童・生徒健全育成実態調査研究委員会を設

けて継続的に調査内容・方法を研究し、1976年７

月に小学校５年生、中学校２年生、高校２年生を

対象に全県的な規模で調査を実施した。また、沖

縄県における米軍基地内への高校生の立ち入りに

ついて実態を把握し、生徒の健全育成に役立てる

ために、1981年11月に、沖縄本島内の高校全日制

46校、定時制13校について調査した｡岨高校生の

夜間外出・深夜俳個は1988年県警資料によると全

国比３倍となっていて、深刻であり、沖縄県教育

庁は1989年度に高校生の下校後の生活実態調査を

実施し、調査結果をまとめて各高校に配付した。

また高校生のアルバイトが増加傾向にあり、今後

の生徒指導に資するために、沖縄県教育庁は1991

年３月に高校生アルバイトの実態および意識につ

いての調査を実施した。近年、登校拒否・中途退

学、基本的生活習`慣の欠如等による学業不振、深

夜俳梱、不健全なアルバイト、校内暴力、いじめ

が深刻化しており、1992年４月に高校教育課内に

生徒指導対策班を設置した｡㈱

1982年には、校内暴力（教師への暴力や生徒同

士の暴力)を起こして補導された生徒が多数出た。

県警によれば、1982年の校内暴力は総検挙数は２４

件と前年を１件上回るだけだが、補導件数は151

人と前年を30人上回り、そのうち99％は中学生だ

という。全国的にみると1984～1985年にいじめが

相次ぎ、大きな問題となったが、沖縄県でも校内

暴力．いじめ・登校拒否などの問題が起こり、深

刻化した。1985年12月には、那覇市内で上級生に

金銭恐喝された下級生６人が誰にも相談できず

次々と家出したとの報道がされ、教育関係者に大

きな衝撃を与えた。1986年９月３日に、沖縄県教

育庁はいじめ等問題行動対策協議会を発足させ、

1987年11月14日に、いじめ等問題行動対策協議会

主催のシンポジウムを開催した。1987年１月17日

徳・体の調和のとれた人間育成をめざすとし

た｡⑫この長期計画にそって、学校レベルで進級

テストの実施、市町村および県レベルで達成度テ

スト・全国標準学力検査が実施された。各学校で

採点され、新聞などをとおして各教育事務所ごと

に公表され、また各教育事務所をとおして管内の

各学校の成績順位も校長に示され、学校間競争が

激化している。さらに、県民総ぐるみ運動にふさ

わしく、学力向上地域懇談会の開催、基礎学力向

卜推進地域の指定、地区・地域学力向上対策委員

会の設置、沖縄県学力向上対策推進大会の開催、

指導主事の学対訪問などが策定され、組織的・計

画的に実施された。また、学力向上は基本的生活

習慣の未形成､夜間俳梱などに原因があるとして、

青少年の健全育成運動が組織的になされ、近年で

は学校・地域・警察の密接な連携のもとで、夏休

み前に一斉に市民総決起大会が各市町村単位で実

施され、機運をもりあげている。夜間パトロール

も盛んにおこなわれている。

沖縄県教育庁は、標準学力テストの点数は徐々

に向上してきた、学力向上対策の成果は着実に上

がってきているとしている。学力向上対策につい

て広く県民の理解と協力を得ており、学力向上推

進の機運は高まっているとしている。掴しかし、

点数に現れた平均点は、学力向上対策の割りには

あまり上昇していない。1Ｗ教育現場からは、管理

職による教師の教育管理が進み、子どもたちはテ

ストづけにされ、テストによる競争・褒賞がもち

こまれ、一層の多忙化と精神的窒息状況に追い込

まれている、家庭・地域でも子どもが監視され、

息苦しい状況にあるという報告もされている。欄

両者を突き合わせて、学力向上対策を見直すこと

も必要だろう。

５非行・問題行動と校則・体罰・人権

生徒指導について、1975年７月開幕の沖縄国際

海洋博覧会の準備と開催にともなって、会場周辺

の関連工事の進行にともなって労務者の流人によ

る風紀の乱れ、工事用車両急増による交通騒音・

危険の増加、青少年の非行などがめだつように

なった。労務者が無断で校内に入るとか、登下校

の女生徒に声をかける、労務者の宿舎に出入りす
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の県ＰＴＡ大会で那覇市石嶺小学校のＩ教諭は、

那覇市内のある学校の調査として、小学校４年生

（150人)、６年生（206人）の半数がいじめられ

た経験をもち、「死にたいと思った」が両学年を

合わせて14人、「学校へ行くのがｌＷｉｉい」２３人、「い

つか仕返ししたい」４０人もおり、ｒいじめ」が子

どもたちの心を深く傷つけていることがわかっ

た。田

1990年代にはいると、非行・問題行動が多発し

た。とりわけ復帰時の1972年には40万人だった観

光客が1988年には240万人に達し、1991年には300

万人を突破、沖縄県は観光客であふれ、それに伴

う非行・問題行動も生じた。とくに観光客の魅力

を集めた八重山、とくに石垣市では、観光地化し

て教育上の困難さを生んだ。1991年度には石垣市

で金銭巻き上げが多発し、小学生４人に１人、中

学生３人に１の割で披害にあった。こうした状況

のなかで、1992年２月には石垣中学校で男子生徒

の集団暴行致死事件が起こった｡1993年２月には、

同じように、沖縄本島の浦添市内で中学生の集団

暴行致死事件が起こり、県民に大きな衝撃を与え

た。卵

こうした状況に対して、1994年５～７月にかけ

て、生活指導研究者を中心として「生活指導連続

講座」（沖民研・沖民教・沖教組那覇支部主催）

を開催し、子どもを権利主体として育てるという

視点から生活指導理論講座をもった。子どもの権

利条約を踏まえた充実した内容であり、多くの教

師・父母が参加した。

1994年６月には、中学生の組織的な金銭せびり

（恐喝）が地元新聞で大きく取り上げられ、読谷

村内中学校での金銭せびり（恐喝）指導における

集団指導場面でのみせしめ的体罰が問題となり、

地元新聞で２週間にわたって激論が交わされた。

南部地区中学校、宮古平良市内中学校での金銭せ

びり（恐喝）も報道された。これまでにも沖縄で

は金銭せびり（恐喝）はあったが、沖縄の場合金

銭せびり（恐喝）が組織化され、代々受け継がれ

てきているところに特徴がある。金銭せびり（恐

喝）にかかわって、同年７月に緊急県民フォーラ

ム（沖民研など主催）が開催され、多くの教師・

父母が参集して真剣に討議がなされた。また、中

学生自身による討論として、中学生フォーラムが

各教育事務所単位で実施され､金銭せびり(恐喝）

。いじめ問題も真剣に討論された。

しかし､新聞報道によれば､金銭せびり（恐喝）

事件発生半年後の同年12月23日に同じ南部地区中

学校で金銭せびり（恐喝）が判明した。中学３年

生３人が２年生４人に毎月現金を要求、同級生２

人から現金を要求された２年生が、地域で金銭せ

びり（恐喝）に取り組んでいた父母に訴えて事件

が判明したという。再び金銭せびり（恐喝）が発

覚した南部地区中学校では、1994年12月28日に臨

時ＰＴＡ総会を開いた。金銭恐喝の実態を知る父

母は、「期限内に集めきれないと学校を休みがち

になる。すると、家にｒお前、学校を休んだら殺

してやる｡」などと、脅迫の電話が入る。被害は

学校が考えているよりもはるかに深刻だ｡」と報

告した。

子どもの集団暴行の背後に、学力の問題ととも

に、教師のひどい体罰と侮蔑・暴言があったこと

が浮き彫りになっている。1993年１月には、那覇

市内中学校で“愛情棒'，で体罰を加えていた教諭

が新聞で問題となり、同月には、那覇市内中学校

で服装の乱れを注意され平手打ちされた男子生徒

が教師に殴り返すという事件が起きた。このよう

な体罰をめぐる事件は他の中学校でも起き、体罰

による取締りは生徒の反発を生み、教室のガラス

を割られるという事態となって現われてきてい

る。1995年３月には、教師の暴行・暴言に抗議し

て、沖縄市内中学校で、男子生徒が千枚通しで教

師を刺す事件が起きた。

近年問題になっているのは、生徒が教師の感情

を害する言葉を発したとして教師が突然怒り、体

罰を振るい、大怪我をさせるという事件がいくつ

か起きていることである。1994年12月13日には、

沖縄市内の中学校で、清掃時、タバコを吸ってい

た学年主任の教師に対して１年女子生徒が「きた

ない」と言ったことに腹を立てて激しく殴打し、

一週間の怪我を負わせたという事件が起きてい

る。両親は「二度と起きてはならないことだ。教

師の人間性の問題だ。こういう教師は辞めてほし

い｡」と語ったという。同じような事件は、１９９５

年３月17日にも石垣市内で起こった。中２生徒が

「教師の感情を害するような言葉」を発したこと

に教師が怒り、平手で４～５回顔を殴りつけたと
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いう。教師の資質低下の問題と同時に、子どもの

変化、教師の多'忙化状況からくるストレスについ

ても考えてみる必要があるだろう。

全国レベルでは、1994年にいじめによる自殺が

大きな問題となり、愛知県での中学生自殺事件の

後いじめ自殺が多発し、大きな衝撃を国民に与え

ている。県内でも1991年10月に那覇市内で女子中

学生の自殺があり、いじめの疑いで調査が市教育

委員会に要望された。1994年６月に具志川市内の

中学校で中学１年男子生徒が首つり自殺し、この

ことに係わって学校側が全校生徒をいじめでアン

ケートしたと報道されている。

学校では生徒心得の形で校則を示し、学校生活

を拘束している。これに対して、制服・頭髪（丸

刈）は生徒個人の精神的自由の侵害であると問題

提起がされた｡とりわけ頭髪(丸刈）については、

身体の一部であり､問題が多い｡校則については、

1973年に－部の父兄から人権侵害だと訴えがあっ

たが、当時はさほど重要な提起だと受けとめられ

ていなかった。だが1980年代にはいって、沖縄人

権協会を中心として、制服・頭髪強制は人権侵害

だとしてねばり強く取り組まれていった。沖縄人

権協会は1982年６月７日の定期総会でシンポジウ

ム「子どもの人権一学校における生活指導を

中心に－」を開催した。沖縄における現状を

出し合い、体罰と校則をめぐる問題について論議

した。これまでの教育論は人権論不在だったとい

う指摘もなされ、「学校に人権を」の声も高まっ

た。沖縄人権協会では、1983年に、座談会の記録

と資料を添えてパンフレット『学校内における子

どもの人権』を刊行・販売したが、学校関係者の

反応は冷たかったという。沖縄人権協会は中学校

における丸刈頭髪強制を取り上げ､1986年３月に、

「丸刈り強制廃止を求めるアピール」を発表し、

広く県民に訴えた。なかなか浸透しなかったが、

沖縄県教育庁が1988年に校則の内容および運用の

改善について通知を出し、沖縄県の中体連は1990

年７月に出場選手の頭髪自由を認めるようになっ

た｡６２中学生の丸刈頭髪は人権問題だとして、

1991年４月には「子どもの人権を考える会」が発

足、同月に文部省も校則の積極的見直し通知を各

都道府県教育委員会に出したこともあって、１９９２

年より学校内で校則検討委員会を設置して検討す

る中学校も増え、1993年３月には、中南部の中学

校で丸刈りから自由頭髪へと校則を見直す動きが

目立ちはじめた。那覇市では、公立中学校の76％

が長髪を認め、中部でも過半数の学校が認めた。

1994年２月には那覇市内のＮ中学校が長髪解禁

し､那覇市内全中学校で頭髪の形は自由となった。

沖縄県全体では、1994年10月現在で、複数選択制

は114校、丸刈のみの校則は29校で、複数選択制

を採用した学校は約８割である。丸刈りのみの学

校は数年内に１割以下になる見通しだという。

しかし全体として体制側の変化によって校則が

変更されたという認識が強く、教師も生徒も学校

自治の問題として校則をとらえていない｡1994年、

「子どもの権利条約」に日本は批准したものの、

従来の法律の枠組みで十分だとの認識が文部省に

あり、その旨の通知が出された。Ｆ子どもの権利

条約｣の精神が学校現場に十分行き渡っていない。

共同・自治的学校づくりのなかで権利主体にまで

児童・生徒を育成するという実践思想は理解され

ていない。そのために、校則・体罰と人権をめぐ

る問題は、個別的対処の問題に解消されてしまっ

ているといってよい。

６学校経営と教員研修

1972年５月15日に日本復帰して、沖縄県でも地

公法並びに教特法などが適用され、管理職は沖教

組に加入できないことになった｡これにともない、

県人事委員会における「規則」が制定され、校長

・教頭が相次いで沖教組を離脱していった。この

ような状況に対して、沖教組とは独立した組織と

して、1973年12月27日に校長・教頭組合が結成さ

れた。1974年には支部づくりに力が注がれ、１９７５

年から組合活動を開始し、1979年の沖教組教育研

究中央集会からは「民主的な学校運営はどうある

べきか」との基本テーマを立て、研究するように

なった。⑪

沖縄県教育庁は、1974年12月に、教頭法制化に

もとづく教頭の任用を1975年度の人事異動方針と

して打ち出した。その後、管理職試験によって校

長・教頭を採用するという方針が文部省によって

打ち出された。沖縄県教育庁も苦悩の末、1984年

11月25日に沖教組・高教組の反対を押し切って、
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沖縄県ではじめて公立学校校長・教頭の管理職選

考試験を実施した。この管理職選考試験の実施に

より、受験者は論文・面接試験への対策が求めら

れ、教育実践能力とは別の、学校管理能力を力量

として重視する校長・教頭が合格・採用されて

いった。

主任制については、文部省は1975年10月に、小

・中・高校教員に部長制導入の方針を示し、主任

制をめぐる論議が本格化した。文部省は1975年１２

月26日に主任制を公示、1976年１月13日に、各都

道府県教育委員会に主任制について指導通達をだ

した。各都道府県は主任制を導入せざるをえなく

なった。沖縄県では、この通達について1976年２

月、中部小中学校校長会をはじめとする小中学校

校長会は、民主教育の荒廃を招くとして主任制反

対を決め、豊見城村などの市町村教育委員会は、

県教育長に主任制反対の決議文を手渡し、沖教組

・高教組にも主任制返上をせまった。これを受け

て県教育長は1976年２月23日に、主任制の実施に

ついて、「学校現場及び教育関係諸機関との合意

なしに一方的には実施しない」との態度を表明し

た。主任制は同年３月１日に省令施行され、全国

で14県が実施したが、沖縄県はこの協定によって

実施されずにいた。ところが県教育長は1978年９

月28日に「主任制についての話し合い」を沖教組

・高教組に申し入れたが､拒否され､1979年になっ

て、年始めに県教育長はｒ主任制は実施したい」

と表明、沖教組などは反対を表明、９月20日には

「主任制度化粉砕・手当て支給阻止」総決起大会

を開催した。同年９月22日、県議会は「主任制」

反対を採択。ところが教育長は沖教組との話し合

いの結果、１１月29日に主任制について沖教組・高

教組と話し合いを再開、その後何度か話し合いを

もち､沖教組との間で激しいやりとりがあったが、

1980年８月19日に県教育委員会は臨時教育委員会

を開催して可決した。県教育長は、沖教組・高教

組に対して団体交渉の打ち切り・文書協定の破棄

の通告を行った。これに対して沖教組・高教組は

猛反対、８月22日に県教育委員全員が両教組と話

し合いを行い､８月28日には再度話し合いを行い、

主任制実施は撤回できない旨回答、８月29日に、

沖教組・高教組は主任制を実力で阻止するために

10割動員を出し、県教育委員会のある沖配ビルを

取り囲み、予定されていた臨時教育委員会は流会

となった。８月30日、県臨時教育委員会を糸満の

県立実習船運営事務所で開催、県立学校運営規則

の一部を改正し、１０月から主任制を実施すること

を決定した。これを受けて９月１日に県内17市町

村教育委員会は市町村立学校管理規則を改定し

て、主任制を制定した。その後、県教育長は組合

側との話し合いののち1980年９月28日に「80年１０

月１日実施を当分の間凍結する」としたが、翌

1981年３月31日に凍結解除を発表し、４月１日付

で主任制を実施し（全国で最後)、県立学校長に

主任等の氏名報告を指示、その指示に従わないも

のは処分した｡剛

文部省は、教育の国家統制を強めるために、学

習指導要領の伝達講習会にはじまり、中央研修講

座、新任者研修、経年者研修、主任研修などの教

員研修を強化した。こうした動きは沖縄県にも導

入されてきた。こうした動きに対して沖教組は、

1975年４月16日には、「新規採用教員研修会」の

実施を保留する、研修のあり方について早い時期

に話し合う、を盛り込んだ確認書を県教育庁と取

り交わした。1975年９月７日には、県教育庁主催

の研修会について「自主・民主・公開」の原則、

企画`･内容・運営について組合と協議、指名研修

は廃止、とくに主任を指名しての研修会は廃止す

る、などの「確認書」を県教育長・沖教組委員長

・高教組委員長の三者の問で交わし、県教育委員

会主催による「新教育課程研修会」についても、

1977年９月25日に､｢確認書」を交わした。田この

「確認書」にそって県教育庁主催の研修会は実施

された。

1982年２月､県教育長が定例県教育委員会で｢主

任研修をしたいので、研修に関する確認書を全面

的に見直したい」と表明、１２月県議会でも同趣旨

の答弁をし、翌1983年２月４日に「研修及び教育

課程に関する確認書並びに覚え書き等の破棄につ

いて（通知)」という文書を沖教組・高教組に通

告してきた。破棄にもとづいて、同年５月には、

教務主任研修会を県教育庁主催で実施し、これ以

後この種の研修が継続的にもたれた。1983年11月

３日に、県教育庁は公立学校校長・教頭の管理職

選考試験の実施を明らかにした｡試験実施要綱に、

合否判定への特別な配慮として、１年以上の主任

－２８１－



琉球大学教育学部紀要第48集

経験があげられており、このことを契機として北

中城村教育委員会は全国最後に主任制導入を決意

し、1984年３月26日に制度化を決定した。公立学

校校長・教頭の管理職選考試験は1984年11月24日

に沖教組・高教組の反対を押し切って実施され

た。1987年４月より初任者研修（試行）が実施さ

れ、４月30日には県教育庁主催の第一回初任者研

修会が実施された。

1987年の海邦国体を目前にして、1985年９月よ

り「君が代・日の丸」の実施をめぐって激しい応

酬があった。1985年９月５日に、文部省は「君が

代｣斉唱､｢日の丸」掲揚の実施率を発表した。「君

が代」斉唱率は０％、「日の丸」掲揚率について

は、小学校6.9％、中学校6.6％、高校０％であっ

た。９月27日に1987年度海邦国体の会期が決定し

た。こうした状況のなかで、1985～86年度にかけ

て各市町村議会は「国旗掲揚及び掲示に関する決

議」をし、「日の丸」掲揚・庁君が代」斉唱を促

進した。1985年９月定例県議会で、県教育長は

「『日の丸・君が代』は国民的合意が得られてい

るものと考えるし、教育行政の一環として徹底を

図っていく」と述べた。この線にそって県教育長

は、同年11月に各市町村教育委員会委員長、県立

学校長に対し「学校行事における国旗及び国歌の

取扱いについて（通知)」文書を送付し、翌1986

年１月20日には教育庁学校指導課長が同趣旨の文

書(通知)を送付して、「実施の徹底」「指示徹底」

を求めた。同年３月１日の県立学校卒業式は、

「日の丸・君が代」をめぐって混乱と緊張が続く

なかで一斉に行われ、実施報告が求められた。実

施率は「日の丸」掲揚が一挙に80％、「君が代」

斉唱６％であった。３月17日に､県教育長は、「日

の丸」「君が代」の取扱いは職員会議の判断に任

せるとした一部教育委員会の指導は不適切との県

教育委員長所見を発表し、圧力をかけた。同年３

月31日付で、県教育委員会は違反した校長・教職

員を処分した。４月７日の県立高校入学式には｢日

の丸」掲揚は94.5％に上昇した、と県教育庁は発

表した。阻止行動をした教職員は同月に服務規程

違反で処分された。卒業式・入学式での「日の丸

・君が代」をめぐるやりとりはその後も続き、

1988年３月の卒業式には「日の丸」掲揚は99.8％

に達した。田

学校経営については、1992年10月より学校週５

日制が月一回導入され、1995年４月より月二回に

拡大され、学校週５曰制が本格化した。学校週５

日制の下での学校経営が課題となってきている。

さらに、1988年より「昼休み後の休憩時間」が導

入され、休憩時間中に子どもの集団暴行．いじめ

・喫煙などの問題行動が多発していることが学校

現場より指摘されている。沖教組より、県教育庁

に対して「昼休み後の休憩時間」廃止の要請が出

されている。

1988年度には、第一次学力向上対策が実施に移

された｡学力向上対策の組織的実施にともなって、

文部省指定だけでなく、県、市町村による研究指

定校が増えている。たとえば、県は学力向上対策

として研究指定校の増設をあげ、答申の趣旨に

そって、個別指導等指導方法・指導形態の研究実

践を促進するために1988年度新たに24校を指定し

た。那覇市教育委員会は1992年２月に、これまで

研究指定校は小・中学校合わせて８校だったの

が、校内研修活性化のねらいで研究指定校を一挙

に13校増やし、２１校とした。研究指定を受けた各

学校は研究紀要の刊行、研究発表会の準備に追わ

れているという声も聞く。教職員の合意の下で校

内研修をいかに実りあるものにしていくかが課題

であろう。沖縄県は1988年５月に教育公務員特例

法の一部を改正して初任者研修を制度化し、学校

では指導教諭のもとで教育指導をしていく体制が

定着してきた。このなかで、初任者研修と校内研

修の関連づけが課題となり、またティーム・

ティーチング、学校カウンセラーも導入されつつ

あり、これらを学校経営のなかに位置づけ、学校

教育を充実させることが課題となろう。

教員の自主的な研修については、復帰後に県立

教育センターのほか市レベルでの市立教育研究所

が数多く設置され、研修機関が整備されてきた。

県立教育センターおよび各教育研究所は教員の研

修を受入れている。各教員は自分でテーマを設定

して、自主的にそれに取り組み、その成果を発表

会で発表したり、研修報告書の冊子にまとめてい

る。ただし研修の期間が３～６カ月と短く、また

雑誌・図書の整備不足、指導体制の不充分さが

あって必ずしも満足の行く状態ではない。大学機

関での研修については、1990年４月琉球大学に大
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学院教育学研究科ができ、現職教員の研修を受け

入れている。設置当初は６専修（学校教育、数学

教育､美術教育､技術教育、家政教育、英語教育）

だったが、1994年４月には３専修（国語教育、音

楽教育、保健体育）が追加設置され、1996年４月

には２専修（社会科教育、理科教育）の設置が予

定され、すべての教科領域において大学院が設置

されることになった。同大学院では、沖縄県教育

庁より現職教員の派遣枠を確保して、大学院生と

して現職教員が入学し、大学教官の指導のもとで

それぞれのテーマをもって研究を進めている。学

問的刺激を受け、県立教育センター・教育研究所

での研修とは一味ちがった研修を体験している。

ただし、派遣枠が少なく希望者に対応できないこ

と、２年目には学校現場に戻り、勤務しながら卒

論のための課題研究に取り組むなど、大変な苦労

をしていることが問題点としてあげられる。この

ような問題点が改善されることを望む｡⑪

県教育庁では、学力向上対策研究発表会、教育

課程研究大会、各教科別の研究発表会などを開催

して、そこで教員の現場での実践研究を促してい

る。各学校より参加義務をもって参加させている

ようである。沖教組、高教組では、毎年支部ごと

に教育研究集会を開催し、その成果を中央集会に

もちより深めている。しかし、職専免がおりず、

1989年度より中央集会は３日間より２日間に期間

短縮された。また、支部レベルの研究集会でも期

間短縮を余儀なくされた。近年多忙化し、義務で

ない研究会には参加しない心性も教師にあり、参

加者が急減状況にある。教員の自主的な研修の意

義に立ち返って検討してみる必要があるように思

われる｡なお､民間での自主的な取り組みとして、

沖縄県民間教育団体連絡会（沖民教）が1991年よ

り毎年９月に合同教育研究集会を開催している。

地道な取り組みとして注目される。

1994年には社会党が与党になり、社会党より首

相をだしたこともあって、同年には日教組は自衛

隊容認の姿勢を示し、翌1995年には文部省と日教

組が和解し、あれほど猛烈な闘争をしてきた主任

制、教育委員会による官制研修を認め、「日の丸一

「君が代」闘争から撤退を表明した。今や、新し

い段階に突入しようとしているといえる。

おわりに

すでに述べたように、沖縛は戦後27年間にわた

-るアメリカ占領を経て、1972年に日本復帰し、施

政権は日本政府に移り、日本本土と同じ制度のも

とに置かれた。ところが米軍基地は若干返還され

たものの、撤去どころか返還も思うように進まな

かった。特別措置・軍用地料などによる基地依存

経済が定着するにつれて、沖縄県民の米軍基地、

自衛隊意識はそれらをある程度許容する意識に変

わった。このなかで沖縄では一定の変容を余儀な

くさせられながらも平和教育・運動を実践してき

た。さらに、学校教育についてみれば、復帰前の

大学進学は国費学生制度、米国留学制度によって

沖縄県内選抜の形で優遇されてきたが、これらの

優遇措置が廃止され、一挙に本土と同一制度のも

とで対等に競争することとなった。そのため沖縄

児童・生徒の学力の低さをまざまざと認識させら

れ、高校教育改革が急速に進展した。小・中学校

の学力向上対策が浮上してきた。学力向上対策の

もとで学力格差が拡大し、授業についていけない

子どもが増加し、問題となった。さらにテレビ・

マスコミなどの通俗文化が青少年に共時的に入

り、また沖縄の急速な観光地化にともない、金銭

恐喝・集団暴行などの問題行動も数多く発生し、

全国iltiみ以上に深刻化してきている。

復帰後23年経過した現在において、沖縄のゆっ

たりした時間の流れと中央指向的なせかせかした

時間の流れが共存しているなかで、国際性豊かな

沖縄という個性的地域に根ざした開かれた教育の

創造が重要な課題となってきている。
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